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1．はじめに 

 
図 1 対象領域 

1-1．研究の背景と目的 
大部分が埋立地である大都市臨海部は、市街地とは

利用目的、計画的な誘導手法が異なっており、産業構

造の変革を経て未利用地や工場跡地が遊休化するなど

の諸問題が顕在化している。ここで、臨海部における

低未利用地の規模の差異に着目する。同種の低未利用

地において、土地に本格的な建造物が存在し現在稼動

中である箇所と現在稼動中であっても遊休化する可能

性がある箇所には、その用地の規模に相違がみられ、

遊休化する可能性が高くなるほどその規模は縮小する

傾向がうかがえる注 1。この要因を、土地利用用途の形

状（規模・広がり・密度）の相違によるものとし、沿

岸域の土地利用用途形状の評価・分析から低未利用地

の有効利用の検討を試みる。また、地域の土地利用変

化の様相や土地利用変化に影響を与える要因を明らか

にする試みは、沿岸域における土地利用計画を策定す

るうえで重要な基礎となる。そこで、本研究では同一

地点の土地利用を数時点にわたって分析することで土

地利用遷移の詳細をつかむこととする。 

以上のことから、沿岸域における土地利用の配置特

性の検討を行うことを目的とし、ここでは、大都市臨

海部における特徴的な土地利用に関して、街区に立脚

した土地利用クラスターの形状（規模・広がり・密度）

に着目し、土地利用転換との関係を検証しながら未利

用地が有効利用される仕組みを検討する。 
1-2．既往研究 

同用途土地利用のまとまりの「集塊性」「一体的面

積」に加えて、土地利用転換を関連付ける「形状」1）2）

についても検討する必要がある。形状の特徴や規模を

示す指標を用いて地理的領域について論じる手法は

様々な研究に使われており、都市計画分野では吉川ら

（1986）が、土地利用図の図形的性質をポリゴンデー
タからベクトル化することで計量的に捉え、その実現

の可能性を示している。また、形態解析法に関する研

究には、梅谷3)、尾田4)、半谷ら5)の研究等が挙げられ、

この分野の発展・進展は今後も期待される。「形状」の

特徴や規模を示す指標として、面積、周長、直径を用

いて評価する研究は多くみられるが、本論文のように

密度を並列的に取り扱うものは少なく、用途転換しや

すい「形状」に関して言及しているものはみられない。 
2. 研究の方法 

2-1．研究対象領域と使用データ 

対象領域として大阪湾沿岸域を取り上げる。海岸線

奥行方向には海域から 2km、間口方向には阪神工業地
帯を含む兵庫県明石市付近から大阪府泉南市付近まで

とする （図 1）。ここでは、戦後までに完了した埋立
地による海岸線を既存の海岸線と設定し、本研究では

1979年の海岸線を基線として採用した。また、研究便
宜上図 1 に示す通り神戸地域、大阪地域、阪南地域に
分割した。以上の領域に該当する細密数値情報（1979
年・1996年近畿圏）を土地利用分類に使用するが、臨
海部中高層住宅地の増加が顕著であることから既往研

究のように用途分類を統合せずに 17 分類そのまま使
用する。 
2-2.土地利用別街区ポリゴン 

本稿では、17 分類による土地利用クラスターを扱う

に当たり、道路で形づくられた現実的な地理情報とし

て街区データに立脚することとした。街区データは、

国土地理院発行の空間基盤データ数値地図 2500、街区
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図 2 土地利用クラスターの広がり CIpの算定 

データ（ポリゴン）を使用した。ポリゴン状の街区デ

ータの属性に 10ｍメッシュ土地利用（1974 年・1996

年）の属性（土地利用用途）を付加する。このとき、1

街区中最もポイント数の多かった用途を当該街区の用

途とし（優先属性法）、用途別街区ポリゴンデータを作

成する。 

2-3. 街区に立脚した土地利用クラスター 

「街区」そのまま用いるのでは、隣合う街区同士の

配置特性は無視されてしまうので、本稿においては、

道路を挟み同用途である街区同士を同用途のクラスタ

ーとして処理する。建築基準法による道路最短幅員距

離は 4m・6m であることから、事例分析として各街区
同士 10m以内に立地しているものを同用途クラスター
とすることとした。 
2-4．土地利用クラスターの形状評価 

 前述の通り、本稿では大都市臨海部における特徴的

な土地利用クラスターの形状を、規模・散らばり具合・

密度から検証しようとしている。以下でこれら三つの

指標の算定手法を検討する。 

（1）クラスターの規模 

 クラスターの規模として、クラスターを構成する街

区の総面積 nを採用した。 
（2）クラスターの広がり 

 以下の手順により「広がり」の評価を行った。 

i）ポイントデータ化による離散化 
 ポリゴンデータによる評価は非常に困難なため、ポ

リゴンデータをポイントデータに変換することにより

データを離散化し、各ポイントの散らばりを当該クラ

スターの広がり具合として算定する。座標系は、平面

直角座標系第 6 系を用いた。 

ii）重心座標の抽出 

1 クラスターのポリゴンデータ内に含まれるポイン

トデータの座標から、重心座標（ xm ,  yn ）を抽出す

る。重心座標を通る直線x = xm、及び直線y = ynを形状

評価上の座標軸とする。 

iii）広がり 
統計学上のデータの広がりを示す「分散」を応用し

て、クラスターの広がりの程度を示す値をCIpとすると、

式（a）のようになる。 
 

⎟
⎠
⎞⎜

⎝
⎛ += ∫∫ AAp dAydAx

n
CI 221

 （a） 

 
ここでは、（2）で求めた直線x = xm、及び直線y = yn

をそれぞれx軸、y軸におきかえている。 
 右辺第 1 項はx軸周りの、第 2 項はy軸まわりに関す
る分散を示し、両項を加算することにより軸の傾斜に

支配されない普遍的な値を得ることができる注 2。また、

クラスター規模の影響を除去するためにnで除した。ク
ラスターの形状とCipのサンプルを図 2に示す。単純な
形状であるほどCIpは小さく、複雑に広がっている形状
のものほどCIpは大きくなる。 
（3）クラスターの街区密度 

一つのクラスターを構成する街区の個数Countcを

（1）の規模nで除し、クラスターの街区密度を求める。
これにより、同規模なクラスターでも、大規模工業用

地のような単一の街区で構成されるものと、低層住宅

地のような小規模街区で構成されるものとを区別する

ことができる式（b）。 
 

n
Countc

c =ρ （b） 

 

2-5.クラスター単位での土地利用転換 

 クラスターの形状と土地利用転換の関係を検証する

に当たり、クラスター単位での土地利用転換を考える

必要がある。クラスター単位での土地利用転換を考え

る場合、基準年代と次年代で形状が変化している場合

が考えられるが、形状の相違の影響を独立して把握す

るため、本稿では 1979年と 1996年の間でクラスター

の形状が変化していないクラスターのみを土地利用転

換分析の対象とした。 

 

表 1 街区クラスターの数（1974） 

 
表 2 街区クラスターの数（1996） 
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図 3 土地利用クラスターの規模と 

海岸線からの距離との関係 
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図 4 土地利用クラスターの広がり CIpと 
海岸線からの距離との関係 
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図 5 土地利用クラスターの街区密度 と cρ

海岸線からの距離との関係 
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図 6 土地利用転換と土地利用クラスター 

の規模との関係 
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図 7 土地利用転換と CIp との関係 
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図 8 土地利用転換と街区密度 との関係 

 

 

3. 大阪湾臨海部における土地利用クラスターの形状 

3-1. 大都市臨海部におけるクラスターの構成 

大阪湾臨海部全域でクラスター数は、1974年で 8,906
クラスター、1996 年では 10,539 クラスターであった
（表 1、表 2）。このうち、最もクラスター数の多い地
域は 1974 年・1996 年共に神戸地域であった。各用途
別でみてみると、概ね 1974年から 1996年にかけてク
ラスター数は減少傾向にあるが、商業・業務用地にお

いては、1974 年：1,573 クラスター、1996 年：2,480
クラスターと著しい増加が確認される。また、中高層

住宅地を中心に住宅系クラスターも増加しており、臨

海部における土地利用用途の動向として注目すべき点

である。 
以下では、臨海部で卓越する造成中地、空地、工業

用地、一般低層住宅地、密集低層住宅地、中高層住宅

地、商業・業務要地、公園・緑地に着目し、土地利用

クラスターの形状と海岸線からの距離の関係を検証す

る。 
3-2. クラスターの規模 

図 3 は、土地利用用途ごと、海岸線からの距離別に
土地利用クラスターの規模を示したものである。 
工業用地、商業・業務用地で大きな値を示しており、

100mメッシュデータによる既往研究6）と同様な結果を

示している。本研究におけるクラスタリングの妥当性

が確認できる。本研究では対象領域すべてが臨海部で

あることから、海岸線からの距離との強い相関はみら

れないが、商業・業務用地は海岸線からの距離との相

関がみられる。これは、工業用地と比較して、商業・

業務用地街区同士が近接して立地していて、大きなク

ラスターに成りやすいことを示している。 
3-3.クラスターの広がり 

大観的には、海側の臨海部においてCIpは低くなって

いるが、神戸地域よりも大阪地域、大阪地域よりも阪

南地域で高く地域的に偏在している。用途別にみると、

工業用地・造成中地・公共公益施設のCIpは高く、山林

等農業用地系では低い。大阪地域の一部で商業・業務

用地のCIpが高いことも確認される。これらは一般事務

所のクラスターと考えられるが、CIpによりクラスター
の形状が明らかに異なる流通施設と区別することがで

きる。 

図 4 は、土地利用用途ごと、海岸線からの距離別に
土地利用クラスターの広がりを示したものである。ク

ラスターの規模とは異なり、海岸線からの距離との関

係は、用途により異なった挙動を示している。工業用

地は、海岸線に近いほど高い値を示し、商業・業務用

地、公園・緑地は海岸線から 1000m付近で高い値を示
している。他の用途は海岸線からの距離による違いは

検出されない。 
3-4.クラスターの密度 
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図 5 は、土地利用用途ごと、海岸線からの距離別に
土地利用クラスターの密度を示したものである。密度

については、土地利用クラスターの規模、広がりとは

反対に、内陸にいくにつれて高い値を示している。密

度はクラスター内の街区数によるものであるから、ク

ラスターの規模と相対する結果は当然であるといえる。 
 以上のように、土地利用の形状（規模、広がり、密

度）と海岸線からの距離との関係を示したが、いずれ

も海岸線からの距離との相関性が認められ、臨海部に

おける特徴的な指標であることが確認された。 

4.クラスターの形状と土地利用転換 

 以上で臨海部における土地利用クラスターの形状の

特性を示したが、ここでは土地利用クラスターの形状

と土地利用転換との関係を検証し、未利用地が有効利

用される仕組みの解明を試みる。 

以下で、1974 年、1996 年の年代間における土地利用

転換パターン別に、土地利用クラスターの形状（規模、

広がり、密度）を示す。 

4-1. クラスターの規模と土地利用転換 

 図 6 は、土地利用転換パターンと土地利用クラスタ

ーの規模の関係を示したものである。それぞれ、1974

年におけるクラスター単位の土地利用用途を基準とし

て 1996 年時の用途で分類し、分類したクラスターの規

模の平均値を示している。グラフ上の土地利用番号と

インデックス番号が一致しているものが 1974 年と
1996 年の土地利用が同一のクラスターということを
示している。図より、1974 年と 1996 年の土地利用用
途が一致している（＝転換していない）クラスターよ

りも、転換しているクラスターの規模が小さいことが

わかる。例えば工業用地では、転換なし（工業->工業）
では n=78,638.1（神戸）28,284.4（大阪）84,955（阪南） 
だが、工業->緑地では n=18,649.3（神戸）2,796.3（大
阪）、工業->中高層住宅地では n= 7,991.5（神戸）4,502.2
（大阪）3,361.2（阪南）となっている。 
4-2.クラスターの広がりと土地利用転換 

 図 7 は、土地利用転換パターンと土地利用クラスタ
ーの広がりの関係を示したものである。それぞれ、1974
年におけるクラスターごとの用途から 1996 年の用途
ごとの広がり（CIp）の平均値を示している。1974 年
と 1996 年の土地利用用途が一致しているクラスター
よりも、転換しているクラスターのほうがクラスター

の広がりが小さい。例えば商業用地クラスターに着目

すると、転換なし（商業・業務用地->商業・業務用地）
では CIp= 16,047.5（大阪）5,478.5（阪南）だが、商業・
業務用地->緑地では CIp =4,116.5（神戸）757.8（大阪）
3,214.2（阪南）、商業・業務用地→中高層住宅地では
CIp = 7848.7（神戸）4,364.0（大阪）4,675.9（阪南）
となっている。 

4-3.クラスターの密度と土地利用転換 

 図 8 は、土地利用転換パターンと土地利用クラスタ

ーの密度の関係を示したものである。 

それぞれ、1974 年におけるクラスターごとの用途か

ら 1996 年の用途ごとの密度の平均値を示している。街

区密度については、土地利用インデックスが一致して

いる土地利用転換パターンなもの（転換なし）とそう

でないものと、明確な値の差が現れており、いずれの

用途も転換なしのクラスターは街区密度が小さくなっ

ている。 

以上のように、土地利用の形状（規模、広がり、密

度）と土地利用転換との関係を示した。土地利用転換

を促す土地利用クラスターの形状は、規模が小さく、

広がりがなくまとまっており、高密度な街区で構成さ

れているクラスターであること判明した。 

5.まとめ 

 以上本研究では、大都市臨海部における特徴的な土

地利用配置パターンに関して、街区に立脚した土地利

用クラスターの形状（規模・広がり・密度）に着目し、

土地利用転換との関係を検証しながら未利用地が有効

利用される仕組みを検討した。 
 本研究の結果からすると、土地利用転換を促す土地

利用クラスターの形状としては、「規模」小・「広がり」

小・「街区密度」高であった。 
 冒頭で述べたとおり、大都市臨海部における土地利

用は内陸の市街地と著しく土地利用構成が異なってお

り、広大な未利用地や遊休地が出現している。しかし、

本研究で示されたように、土地利用の形状により土地

利用転換が促されている（と考えられる）地域があり、

さらに実証的な検証を進めた上で、計画誘導によりあ

る程度有効利用される余地があると考えられる。 

 実際の土地利用に対して、土地利用クラスターとし

て取り扱うための「まとまりである」条件を複数パタ

ーン行うなどが今後の主要な課題である。3-2 でも触

れたように、これは、土地利用用途ごとに設定しなけ

ればならないことにも留意したい。 

 [補注] 
1）出典：都市基盤整備公団、（財）大阪湾ベイエリア開発推
進機構 http://www.o-bay.or.jp/root/totipro/teimi1.htm 

2）参考：断面極二次モーメント 
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